
①
補
助
対
象
住
宅
を
所
有
す
る
方

で
あ
っ
て
、
当
該
住
宅
に
居
住

す
る
方

②
市
税
の
滞
納
の
な
い
方

耐
震
診
断
機
関
が
行
っ
た
耐
震

診
断
に
要
し
た
経
費
の
3
分
の
2

以
内
を
市
が
補
助
し
ま
す
。
た
だ

し
、
上
限
は
十
万
円
で
す
。

①
耐
震
診
断
計
画
書

②
補
助
対
象
住
宅
の
見
取
図

③
耐
震
診
断
費
用
の
見
積
書
ま
た

は
、
契
約
書
の
写
し

④
補
助
対
象
住
宅
の
建
築
時
期
が

確
認
で
き
る
書
類

⑤
住
民
票
の
写
し

⑥
補
助
対
象
住
宅
の
家
屋
所
有
証

明
書

⑦
市
税
の
納
税
証
明
書
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市
で
は
、
緑
豊
な
街
づ
く
り
を

進
め
て
い
ま
す
。
住
宅
等
の
生
垣

を
推
進
し
、
街
並
み
の
景
観
、
優

し
い
イ
メ
ー
ジ
を
大
切
に
し
て
い

く
た
め
に
、
次
の
内
容
で
予
算
の

範
囲
内
に
お
い
て
生
垣
設
置
に
要

近
年
、
新
潟
県
中
越
地
震
、
福

岡
県
西
方
沖
地
震
な
ど
大
規
模
地

震
が
発
生
し
、
多
く
の
被
害
を
も

た
ら
し
ま
し
た
。
現
在
、
ど
こ
で

地
震
が
発
生
し
て
も
お
か
し
く
な

い
状
況
で
す
。
住
宅
の
被
害
を
最

小
限
に
抑
え
る
た
め
に
は
、
住
宅

の
耐
震
化
が
必
要
で
あ
り
、
市
民

の
生
命
・
財
産
を
守
る
た
め
に
大

変
重
要
と
考
え
ま
す
。

下
野
市
で
は
、
震
災
に
強
い
安

全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

の
た
め
、
昭
和
56
年
5
月
以
前
の

旧
耐
震
基
準
で
建
て
ら
れ
た
木
造

住
宅
に
対
し
て
耐
震
診
断
助
成
を

平
成
19
年
4
月
か
ら
実
施
し
て
い

ま
す
。

次
の
条
件
を
満
た
す
市
内
の
住
宅

①
木
造
2
階
建
て
以
下
の
一
戸
建

て
住
宅
（
併
用
住
宅
を
含
む
）

②
在
来
軸
組
工
法
に
よ
り
建
築
さ

れ
た
住
宅

③
賃
貸
を
目
的
と
し
な
い
住
宅

④
昭
和
56
年
5
月
31
日
以
前
に
着

工
さ
れ
た
住
宅
（
旧
耐
震
基
準

の
建
築
物
）

次
の
条
件
を
満
た
す
方

す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

①
市
街
化
区
域
内
に
お
け
る
住
宅

及
び
事
業
所
等
の
建
物
の
敷
地

に
設
置
さ
れ
る
も
の

②
宅
地
と
道
路
又
は
水
路
と
の
境

界
部
分
に
設
置
し
た
生
垣

③
生
垣
の
長
さ
は
、
5
メ
ー
ト
ル

以
上
あ
る
こ
と

④
高
さ
0.5
メ
ー
ト
ル
以
上
の
も
の

を
1
メ
ー
ト
ル
当
た
り
2
本
以

上
植
栽
す
る
こ
と

予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
実

費
の
2
分
の
1
と
し
、
限
度
額
5

万
円都

市
計
画
課
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4月1日から権限移譲により、屋外広告物許可申請の窓口が県土木事務所から各市町に変わりました。以下
のことにご留意していただき、屋外広告物法令の遵守について引き続きのご理解、ご協力をお願いします。

県の許可が市に引き継がれます。県で許可をした期間が終了するまでは、改めて市に申請する必要はあり
ません。

平成21年4月1日以降も申請窓口などについて現行と変わりがありません。広告主から広告物の表示や設置
に関する工事を請け負い、栃木県内（宇都宮市を除く。）に屋外広告物を設置する場合は、栃木県に屋外広
告業者登録が必要です。

平成21年4月1日以降の屋外広告物許可申請及び屋外広告業者登録について（下線部分が変更になります。）

栃木県県土整備部都市計画課　1028-623-2463
下野市都市計画課　　　　　　148-2114

屋外広告物を設置する方　　　　　
施工業者　　　　　　　　栃木県県土整備部都市計画課に屋外広告業者登録申請


